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要 旨 

地震波干渉法を応用して，2007年能登半島地震の震源域の地下構造の時間変化を調べた。

我々は，震源域とその周辺の微小地震観測点のバックグラウンドノイズ部分の自己相関関

数(ACF)を日々計算してそれらを比較した。その結果，いくつかの観測点では，能登半島

地震の本震に関係すると考えられるACFの形状の時間変化が捉えられた。これらは，考察

している地域の地下の地震波速度構造が変化したことを示唆している。 
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1. はじめに 

 

最近，地震波干渉法の応用として，微小地震観測

波形のノイズ部分の相互相関関数(CCF)または自己

相関関数(ACF)を用いて地殻構造のモニタリングを

おこなう方法が提唱されている。前者では近接した

２点の観測点の波形データの相互相関を，後者では

同一観測点の波形データの自己相関を計算し，その

時間的な推移を監視するというものである。この方

法により，たとえば Wegler and Sens-Shoenfelder 
(2007) は，新潟県中越地震前後の地殻の状態変化を

F-netの柏崎観測点のデータを処理して論じている。

今回，同様の方法を適用し，2007年能登半島地震前

後の地殻の状態変化の検出を試みたので，その結果

をOhmi et al. (2008)に基づいて報告する。 

  

2. 地震波干渉法 

 

 地震波干渉法は，松岡・白石(2008)の解説などによ

れば、Claerbout(1968)による先駆的な研究が草分けと

される。Claerbout(1968)は，一次元成層構造において

地中に存在する震源からの波動を地表で観測した透

過波記録の自己相関関数から，地表に震源及び受振

器を設置した場合の反射波記録を合成できることを

示した。地震波干渉法は，2000年代初頭より，主に

物理探査分野で再認識され，様々な観点から議論が

続いており，最近になり，いくつかの詳細なレ

ビューも行われている。たとえば，Sabra et al. (2005)，
Curtis et al. (2006)，Sanchez-Sesma and Campillo (2006)，
Wapenaar et al. (2006)，中原(2006) などがそうである。 

Wapenaar and Fokkema (2006)によれば，震源Xによ

る波動場を異なる2点XAとXBで観測したとき，それ

ぞれの地震記録をG(XA,X)およびG(XB,X)とすると，

これら2点のG(XA,X)とG(XB,X)の相互相関を取るこ

とにより，点XBを震源として点XAで受振したときの

地震波形G(XA,XB)を合成することができる（Fig.1参
照）。彼らによれば，地震波干渉法とは「互いに異

なる観測点での地動記録の相互相関により，新たに

それら観測点間の応答を生成する原理」を指す。こ

の手法により，複数の受振器により観測された透過

波記録を相互相関処理することで，あたかもある受

Fig.1: Concept of seismic interferometry based on 
Wapenaar and Fokkema (2006). 
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振点を仮想的な震源として他の受振点で観測を行っ

たような反射波記録を合成でき，これに対して処理

を施すことにより，地下構造のイメージング等の解

析を行うことができる（松岡・白石,2008や横井・マ

ルガリャン,2008などによる）。観測対象とする波動

場は，定常的に励起されている常時微動などの微弱

な信号でよく，微弱な入力信号を用いて地下構造の

イメージングに資することが可能であることから，

大都市部など，爆破地震動などの手法による構造探

査が困難な地域での地下構造の解明等に利用できる

ことが期待されている。 

 

3. 単独観測点の自己相関関数による地下構造

の時間変化の監視 

 

 前節で述べたように，地震波干渉法は，常時微動

等の信号を複数受振点で観測し，相関処理を行うこ

とで擬似反射断面を作成し，地下構造のイメージン

グを行う手法である。通常は，ある特定の短いタイ

ムウインドウの観測データを用いて地下構造を推定

する。これは，いわば，ある特定時刻の地下構造の

スナップショットとでもいうべきものである。これ

に対し，観測対象となる微動を励起する入力信号（通

常は海洋波浪等と考えられている）が時間的に一定

であると仮定すると，地震波干渉法で得られる「擬

似反射断面」の時間変化を追うことができることに

なる。これはすなわち，地下構造の時間変化のモニ

タリングが可能になることを意味している。これは，

自己相関関数がパワースペクトルのフーリエ変換で

あり，相互相関関数がクロススペクトルのフーリエ

変換であるという関係からも容易に類推できる。仮

に，微動等を励起する入力信号が一定で，出力信号

である微動のスペクトル構造が変化するということ

は，途中の媒質の状態が変化したため，と考えるこ

とができるからである。これに基づき，入力が安定

している信号として，微小地震観測データのバック

グラウンドノイズを使用し，地下構造の時間変化を

追う手法が提唱された。 

Sens-Schoenfelder and Wegler (2006)は，インドネシ

アのメラピ火山で100mオーダーの地震計アレイを

用いて波動場の観測を行い，観測点間の相互相関関

数(Cross-correlation function, CCF)を求め，そのラグタ

イムの時間変化を検出した。彼らは，特定観測点間

のCCFの時間変化が，帯水層の時間変化によるものと

結論付けている。この手法をさらに発展させたもの

として，Wegler and Sens-Schoenfelder (2007)がある。

彼らは，複数観測点間のCCFを計算するのではなく，

特定観測点の自己相関関数(Auto correlation function, 
ACF)を計算することにより，その時間変化を検出す

Fig.2: Map around the epicenter of the 2007 Noto 
Peninsula Earthquake, central Japan. Dotted lines 
show the prefecture borders and thick lines 
represent the active faults. Solid star denotes the 
epicenter of the mainshock, while solid squares 
represent seismic stations used in this study. Fault 
plane solution together with the surface projection 
of the fault plane obtained by Horikawa (2008) are 
also shown. 

(a) (b) 

(c)
(d) 

(e) 

Fig.3: Outline of data processing sequence. (a) 
Original data. Vertical component of continuous 
short period seismogram is used. (b) Band-passed 
seismogram to eliminate low-frequency tremor. (c) 
Zero-filled data to eliminate deterministic phases 
such as earthquakes. (d) ACF for one single day. (e) 
ACF’s for the period considered. 
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る手法を提唱した。発振点と受振点を同一点に設置

したと考えると，相互相関を取る操作は自己相関を

取る操作に等価となるはずである。彼らは，2004年

新潟県中越地震の震源域近傍のF-net観測点のデー

タを地震前後の長期間にわたり解析し，本震の発生

を境にしてACFの形状が変化したことをあきらかに

し，これが震源域近傍の地下の地震波速度構造の変

化によるものであることを指摘した。 

 もしも，Wegler and Sens-Schoenfelder (2007)のよう

に，一点の地震観測点のバックグラウンドノイズの

自己相関関数を計算するだけで，当該観測点周辺の

地下構造の時間変化が検出できるのであれば画期的

なことである。現在，日本列島には，防災科学技術

研究所の高感度地震観測網（Hi-net）を中心とする高

密度の高感度微小地震観測網が整備運用されており，

これらがすべて地下構造の時間変化の監視用途に利

用できることになるからである。 

 

4. 2007年能登半島地震 

 

 ここでは，解析に使用した2007年能登半島地震の

概要を紹介する。Fig.2に震源の位置および気象庁に

より決定された断層面解を示す。本震発生時刻は

2007/3/25 09:41:57.91 (JST) ， 震 源 位 置 は Lat=  
37.22067N，Lon=136.6860E，深さは10.7km，規模を

表すMwは6.6である。この地震により，石川県内で

最大震度６強を観測した。本震の発震機構は西北西

－東南東方向に圧力軸を持つ横ずれ成分を持つ逆断

層型であり、地殻内の浅い地震である。 

 

5. データ解析手法 

 

 今回の解析では，京大防災研の4観測点とHi-net観
測点1点の5点のデータを解析した。利用したデータ

は，それぞれの観測点の連続観測データの上下動成

分である。本解析では，それぞれの観測点の，24時
間分の連続記録を 1単位として解析を行った。

Fig.3(a)に，ある観測点の1時間ぶんの連続記録の例

を示す。これは，通常の地震波形等が記録されたご

く普通の地震波形記録である。本解析において利用

するのは，波動の到来方向が確定している地震波形

等ではなく，バックグラウンドのノイズ波形である。

そのため，まず，脈動等の信号を除去するために,

信号のDCオフセットを除いた後に適切なバンドパス

フィルタをかけた（ステップ１，Fig.3 (b))。さらに，

地震波形等の部分を除去するために，ある程度の長

期間のデータを用いて，当該観測点の平均的な地動

ノイズレベルを求めて基準値とし，基準値のある閾

値倍を超える振幅の信号が観測されたらそれは地震

等の信号であると判断し，その部分にゼロを満たす

操作を行った（ステップ２，Fig.3(c)）。このように

して得られた波形の自己相関関数（ACF）を計算し，

これを当該日の結果とする（ステップ３，Fig.3(d)）。
なお，24時間分のデータのACFをFFT法によって計算

するため，実際には30時間分のデータを用意し，両

端にデータ長の10%のコサインテーパーをかけたも

のを使用している。この操作を日々の記録に対して

繰り返し，日々のACFを並べたもの（ステップ４，

Fig.3(e)）を考察の対象とする。 

 ここで任意性が残るのは，ステップ１のバンドパ

スフィルタの特性と，ステップ2のゼロを満たす際の

閾値の設定である。Fig.4にステップ１のバンドパス

フィルタの特性を変えた場合の，ステップ4の結果を

示す。帯域を適切に選択すると，ACFのパターンが強

調されることがわかる。Fig.4の例では，帯域を2.0Hz
～10.0Hzに設定した場合に，フェイズが強調されて

いる。そのため，実際の解析では，Fig.4に示すよう

(a)

(b)

(c)

Fig.4: Effect of the band-pass filter applied to the 
raw data. Pass band of each filter is as follows;  
(a) 1.0Hz-10.0Hz, (b) 2.0Hz-10.0Hz, and (c) 
4.0Hz-10.0Hz.  
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ないくつかの帯域でACFを計算し，もっとも適切に

ACFのパターンが表現できていると考えられるもの

を使用した。 

Fig.5にはステップ2の，記録にゼロを満たす際の閾

値を変化させた際の，ステップ4の結果の変化を示す。

この閾値は，値を大きくすると，ゼロを満たすデー

タ長が短くなり有効なデータ長が長くなる。反対に，

閾値を小さくすると有効なデータ長が短くなるとい

う性質を持つ。すなわち，この値により，たとえば，

余震活動が活発な際とそうでない時の解析に用いる

データの有効長が異なることになり，ACFの推定結

果に影響することが懸念される。しかしながら，Fig.5
を見る限り，閾値により，ACFの振幅は変化するも

のの，極端な値を設定しない限り，パターンにはそ

れほどの差は認められないようにみえる。そのため，

本解析では，基準値の10倍を超えた場合に，ゼロを

満たすという条件で解析を行った。 

Fig.5: Effect of the threshold value (k) to eliminate 
the deterministic phases. (a) k=1.0, (b) k=5.0, (c) 
k=10.0, (d) k=20.0, and (e) k=50.0. 

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(a)

(b)

(c)

Fig.6: Example of a temporal variation of ACF for 
one year. (a) Change of the shape of the ACF. (c) 
Relative time shift of the phase X shown in Fig.6a. 
(b) Correlation coefficients when calculating the 
time shift of the phase X.
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 Fig.6には，このようにして解析した一例を示す。

これは，DP.NNJ観測点（Fig.2参照）の，2006年9月
から2007年8月末までの1年間の記録を示す。Fig.6a
は縦軸に日付を，横軸にACFのラグタイムを採った

ものである。なお，結果を見易くするために，Fig.6a
などのACFの時間変化の図では，ACFのプラス部分

に影をつけるという操作を施してある。これを見る

と，1年間という比較的長期の記録ながら，時間的に

はコヒーレントないくつかのフェイズが存在するこ

とが見て取れる。すなわち，ACFの個別のフェイズ

のラグタイム（つまり，波の山谷の位置）が時間的

にほぼ一定である。しかし，詳しくみると，個別の

フェイズのラグタイムは時間とともにわずかに揺ら

いでいるようにも見える。これを詳しく見たものが

Fig.6bおよび6cである。これは，Fig.6aでXと表示し

た特定のフェイズについて，時間的な変化を調べた

ものである。これは，以下のようにして求めたもの

である。まず，解析期間内のすべてのACFの，Xと表

示したフェイズの周辺１周期程度をスタックして，

「マスターACF」を作成した。次に，「このマスタ

ーACF」と個別のACFの相互相関をとることにより，

波形のシフト量を計算した。Fig.6cが，個別のACFの
フェイズXのラグタイムの「マスターACF」のラグタ

イムからのシフト量，Fig.6bはそれを求めた際の相互

相関係数である。なお，Fig.6bおよび6cでは，横軸が

時間の経過を示し，縦軸がラグタイムの変化量や相

互相関係数を示している。Fig.6cには，相互相関係数

が0.75以上の場合にのみ，ラグタイムのシフト量を

プロットしてある。Fig.6cをみると，フェイズXのラ

グタイムは，時間的に緩やかに変動する傾向や，そ

の中で短期的に急変するような現象も見られる。 

 

6. 解析結果 

 

 ここからは，個別の観測点の解析結果を示す。 

 観測点 DP.NNJ における結果を Fig.7 に示す。

DP.NNJは，本震からの震央距離が約36kmの点である。

Fig.7aは，本震を含む計6ヶ月間のACFの変化を示し

たものである。DP.NNJの解析においては，ステップ

1のバンドパスフィルタは，2.0Hz～10.0Hzの8次のバ

ターワースフィルタを用いた。これによって得られ

たACFには周期0.4sec程度のフェイズが卓越してい

る。Fig.7aのAからEの5個のフェイズについて，ラグ

タイムの変化量を測定したものがFig.7bである。これ

によれば，本震発生(2007/3/25)の周辺で、フェイズA，

B，およびCにラグタイムの変化が見られる。Fig.7c
には本震の前後一ヶ月ずつの変化を拡大したものを

示す。フェイズAやBは，本震の2週間ほど前から次

第にわずかながらラグタイムが長くなり始め，地震

(a)

(b)

(c)

Fig.7: Temporal variation of ACF at station 
DP.NNJ for six months. (a) Change of the shape of 
ACF’s. (b)Change of the lag time of each phase. 
(c) Same as (b), but just for two months around the 
mainshock.
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とともに元に戻ったように見える。 

 観測点DP.HRJにおける結果をFig.8に示す。DP.HRJ
は，本震からの震央距離が約45kmの点である。Fig.8a，
8bは，本震を含む計6ヶ月間のACFの変化を示したも

の，Fig.8cは2ヶ月間の変化を示したものである。ス

テップ１のバンドパスフィルタは，1.5Hz～10.0Hzの
8次のバターワースフィルタを用いた。これによって

得られたACFには周期0.8sec程度のフェイズが卓越

している。これによると本震発生の周辺で、フェイ

ズC，D，およびEにラグタイムの変化が認められる。

これらのフェイズは，本震の2週間ほど前からラグタ

イムが徐々に減少をはじめ，本震とともに元に戻っ

たように見える。しかし，ACFの形状は，DP.NNJの
それほどには安定していない。 

  Fig.9にDP.FMJ観測点（震央距離80km）の6ヶ月間

のACFの変化を示す。ステップ１のバンドパスフィル

タは，2.0Hz～10.0Hzの8次のバターワースフィルタ

である。ここでは0.3sec程度の周期のフェイズが卓越

しているが，全般にフェイズの形状は時間的に安定

していない。また，DP.NNJやDP.HRJで認められたよ

うな時間変化は認められないようである。 

 Fig.10には，Hi-netのN.TGIH観測点（震央距離4km）

の6ヶ月間のACFの変化を示す。バンドパスフィルタ

の帯域は1.5Hz～10.0Hzである。本震前は比較的コヒ

ーレントなフェイズが認められるが，本震後数日間

はラグタイム4秒前後以降のフェイズについてはコ

ヒーレンシーを認めがたくなっている。その後は全

体的にラグタイムが長くなった傾向が見える。

Fig.10bには，Fig.10aに付したフェイズＡからＥのラ

グタイムのシフト量を示すが，ラグタイムが大きい

ほど，シフト量も大きくなるような傾向が認められ

る。 

 

7. 議論 

 

 解析したACFには以下の特徴がみられた。第一に，

各観測点毎でACFの形が異なるが，時間的には安定

したコヒーレントないくつかのフェイズが存在する，

第二に，観測点によっては，特定のフェイズのラグ

タイムに地震前後での変化が見られる，である。 

前章で概観したように，能登半島地震震源域周辺

の観測点の数点において，バックグラウンドノイズ

の自己相関関数（ACF）の特定のフェイズのラグタ

イムに，本震発生前後で何らかの変化が認められた。

ここでは，ACFのラグタイムの変化の原因について

考察する。 

 第2章で述べたように，ある観測点での観測波形の

自己相関関数（ACF）は，その地点での擬似反射断面

Fig.8: Temporal variation of ACF at station 
DP.HRJ for six months. (a) Change of the shape of 
ACF’s. (b)Change of the lag time of each phase. 
(c) Same as (b), but just for two months around the 
mainshock.

(a)

(b)

(c)
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を表すというのが地震波干渉法の概念である。この

場合，ACFの特定のフェイズは，地下の特定の反射

体からの反射波であり，そのラグタイムはその反射

体までの往復走時であると解釈される。したがって，

ACFのラグタイムが変化することは，地下の反射体

の位置が不変であるとすれば，そこまでの地震波速

度の変化に対応することになる。すなわち，考察し

ている地域の地震波速度構造が変化すれば，ACFの
ラグタイムは変化する。さらに，地震波速度が減少

するとラグタイムは増加し，地震波速度が増加する

とラグタイムは減少することが，往復走時の増減の

観点から予想される。 

 次に，地震波速度の変化の原因であるが，これは

いくつかの要因が考えられる。まず，考察している

地域の地殻応力が変化した場合には，地震波速度の

変化が予想される。応力が増加すると，岩石中の微

細なクラックが閉じる方向に変化し，地震波速度の

増加をもたらす。逆に，応力が減少すると，微細ク

ラックが開口するため，地震波速度は減少すること

が期待される。また，これ以外にも，水などの流体

の浸入に伴う地震波速度変化や，強震時の激しい振

動による地盤の圧密状態の変化等によっても地震波

速度は変化することが予想される。 

 Fig.11に，能登半島地震本震に伴う，体積歪変化の

分布を示す。これは，Horikawa(2008)の断層モデルを

用い，Okada(1992)の手法により計算を行ったもので

ある。実線の領域は膨張領域で，本震発生に伴い応

力が減少する地域を，破線の領域は収縮領域で，本

震に伴い応力が増加することが期待される地域であ

る。今回解析を行った４観測点は，DP.NNJ，DP.HRJ，
N.TGIHの3点が膨張領域に，DP.FMJが収縮領域に位

置し，前者では本震発生後に地震波速度の低下が，

後者では増加が期待される。このような観点から前

章の結果を検討した場合，N.TGIHにおける本震後の

ACFのラグタイム増加が唯一調和的な傾向を示すの

みで，他の3点については応力変化の傾向との調和は

見られない。 

 応力変化以外の要因の候補として，降水量との相

関の有無を検討したのがFig.12である。これは，

DP.NNJでの解析結果を，同観測点近傍に位置する，

気象庁のアメダス七尾観測点での日別降水量と比較

したものである。比較の手法が適切かどうかの議論

は残るが，一見しただけではACFの変化と降水量の

相関を見出すのは困難である。 

 DP.NNJやDP.HRJでは，本震発生の約2週間前から

特定のフェイズのラグタイムに変化が見られ，本震

発生とともに変化前の状態に復する現象が観測され

た。しかしながら，これらの現象を説明できる要因

は現状では見当たらない。もしも，本震発生前の地

Fig.9: Temporal variation of ACF at station 
DP.FMJ for six months.  

Fig.10: Temporal variation of ACF at station 
N.TGIH for six months. (a) Change of the shape of 
ACF’s. (b)Change of the lag time of each phase.  

(a)

(b)
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殻応力の情報を反映しているのであれば興味深いこ

とである。 

 

8. まとめと今後の展望 

 

能登半島地震震源域周辺の数点の微小地震観測点

のバックグラウンドノイズの自己相関関数（ACF）
の時間変化を調べた。解析したACFには以下の特徴

がみられた。(1)各観測点毎でACFの形が異なるが，

時間的には安定したコヒーレントないくつかのフェ

イズが存在する，(2)特定のフェイズのラグタイムに

地震前後での変化が見られることがある。 

震央距離36kmのDP.NNJ観測点と45kmのDP.HRJ観

測点では，本震発生の約2週間前からACFの特定のフ

ェイズのラグタイムに変化が現れ，本震発生ととも

に従前の状態に復帰した。震央距離4kmのN.TGIH観

測点では，本震後に全体として，フェイズのラグタ

イムが長くなる傾向がみられた。震央距離80kmの

DP.FMJでは，本震発生に伴う特段の変化は検出され

なかった。 

ACFのラグタイムの変化は，考察している領域の

地震波速度構造の変化によると考えられるが，今回

は，能登半島地震の本震発生による地殻応力の変化

や，降水量との相関は必ずしも明瞭ではなかった。

今後，他の地球物理学的要因を含め，ACFの変化の

要因を検討する必要がある。また，現状では解釈不

能ながら，DP.NNJのように，地震前から地震波速度

構造の変化が見られることが事実ならば，地震前の

地殻応力変化の検出の可能性などと相俟って大変に

興味深い。 
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Temporal Change of the Crustal Structure in the Source Region of the 2007 Noto Peninsula 
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Synopsis 
     The seismic interferometry technique is applied to the continuous seismic waveform data obtained 
around the source region of the 2007 Noto Peninsula earthquake. We computed the autocorrelation function 
(ACF) of band-pass filtered seismic noise portion recorded with each seismometer at several seismic stations 
for each one day. In some stations, comparing each one-day ACF, we recognize temporal evolutions of the 
ACF, which are interpreted as the change of seismic velocity structure in the volume considered. 
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